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　第４章　施策体系
　　（１）ライフステージ等に応じた歯科保健
　　　カ　要介護者
　【現状】
　　○　本県の認知症高齢者の数については，厚生労働省の研究班が平成27（2015）年に発表した認知症患者の推定有病率に基づいて推計すると，平成27（2015）年では11.8万人，令和２（2020）年には14万人になると見込まれています。
○　認知症などで介護が必要な高齢者は，自ら口腔管理を行うことが困難であることから，歯周病など口腔の問題が生じやすくなります。口腔機能の低下は，低栄養状態を引き起こし，要介護度の悪化につながることもあります。また，摂食嚥下機能の低下により，誤嚥やそれに伴う誤嚥性肺炎の危険性も高まってきます。摂食嚥下障害の軽減，誤嚥性肺炎や低栄養の予防には，口腔ケアが効果的であることがわかっています。
　　○　高齢化の進展に伴い，在宅での診療を必要とする高齢者が増加し，在宅医療のニーズが増加することが見込まれています。医療施設調査によると，在宅患者の居宅や入所施設を訪問して行う訪問歯科診療について，１歯科診療所あたりの実施件数は増加傾向にあります。一方で，訪問歯科診療を実施する歯科診療所数は，ほぼ横ばいとなっています（図9）。
　　○　訪問歯科診療の実施等により在宅や入所施設での療養を歯科医療面から支援する「在宅療養支援歯科診療所」は，令和２（2020）年3月現在，県内で279施設が届出しており，この「在宅療養支援歯科診療所」等が行った歯科衛生士を帯同した訪問歯科診療の実施件数は，令和２（2020）年3月に120,683人となっています。
　　　　また，訪問歯科診療を受けた患者に，歯科衛生士等が訪問して療養上必要な口腔衛生指導を行っている医療機関の数は，令和２（2020）年3月に298施設となっており，５年前と比べて41施設の増加（1.16倍）となっています。さらにこうした指導の実施件数は，令和２（2020）年３月に151,531人となっており，５年間で62,593人の増加（1.7倍）となっています。
○　また，訪問診療を行うための歯科医療機関と介護等との連携，相談体制の整備，訪問歯科診療に使用する機器の貸出を行う在宅歯科医療連携室＊26は，県内全19ヶ所の地区歯科医師会に整備されています。
○　介護老人福祉施設や介護老人保健施設，指定認知症対応型共同生活介護事業所は，運営に関する基準で，協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならないとされています。
○　平成28（2016）年度に，広島県内の指定認知症対応型共同生活介護事業所を対象に行った調査によると，協力歯科医療機関を設置している施設の割合は96.6％で，ほぼ全ての事業所が設置しています（図10）。また，１年に１回以上と定期的に利用者に対する歯科健診を実施している施設の割合は26.0％と低いですが，必要に応じて実施している施設の割合は62.3％と比較的高い状況です（図11）。
○　指定認知症対応型共同生活介護事業所の利用者に歯科治療が必要になった際の受診機関としては，設置されている協力歯科医療機関が最も多い状況です（図12）。22



 （資料：厚生労働省「医療施設調査」）


図9　訪問歯科診療（居宅・施設）実施歯科診療所数・件数


[image: ]図10　指定認知症対応型共同生活介護事業所の協力歯科医療機関の設置状況
　　 ※ 回答数：265施設
（資料：平成28年度広島県調査）
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図11　指定認知症対応型共同生活介護事業所における歯科健診の実施状況
　　　※ 回答数：265施設
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（資料：平成28年度広島県調査）


図12　指定認知症対応型共同生活介護事業所の利用者が歯科治療を受ける受診機関
　　　※ 回答数：265施設，複数回答有り





　【課題】
　　○　認知症高齢者などの要介護者に対する摂食嚥下障害の軽減，誤嚥性肺炎や低栄養の予防等の専門的な口腔ケアに対応可能な人材の育成が必要です。
○　認知症の人が歯科医療機関を受診しやすい環境を整えるとともに，認知症の人や認知症の疑いがある人が歯科を受診した際の対応等について，歯科医師等の意識向上を図ることが必要です。
　　○　高齢化の進展等に伴う訪問歯科診療件数や訪問口腔衛生指導件数の増加に対応する環境整備が必要です。
○　自ら定期的な口腔ケアを行うことが困難な要介護者について，定期的な歯科健診の受診が必要です。
○　在宅歯科医療連携室については，患者・家族からの相談件数や訪問歯科診療機器の貸出実績が少ない地区もあり，在宅歯科医療連携室の機能が県内全域で十分に発揮できているとは言えない状況です。

【取組】
○　要介護者や障害者等への専門的な歯科治療機能を有する広島口腔保健センターを活用して，口腔機能の維持・向上，歯科疾患予防及び誤嚥性肺炎予防等の専門的な口腔ケアに対応可能な歯科医師・歯科衛生士の養成を図り，専門人材の確保・育成を進めます。加えて，介護予防等における口腔ケアプラン立案の知識・技術等を身に着け，低栄養予防も含めた多職種連携を担う歯科衛生士を養成します。
○　県歯科医師会と連携し，認知症の人が歯科医療機関を受診した場合の対応方法や，地域包括支援センター＊27や医療機関など地域の適切な支援機関との連携等に係る基礎知識を習得する「歯科医師認知症対応力向上研修」を行い，歯科医療現場における認知症に関する理解を促進します。
　　○　在宅歯科医療の広域的拠点でもある広島口腔保健センターを活用して，居宅や施設での歯科診療等に必要な知識・技術等を身に着けた歯科医師・歯科衛生士の養成を図り，訪問歯科診療や訪問口腔衛生指導に対応可能な歯科医療機関の整備を進めます。24

　　○　在宅歯科医療に関する相談窓口や機器貸出といった在宅歯科医療連携室の役割・機能等について，地域のかかりつけ医や訪問看護，介護支援専門員等の医療・介護関係者に十分周知し，在宅歯科医療連携室の積極的な活用を促すことで，歯科を含む在宅医療・介護連携をさらに推進します。
○　高齢者施設等における協力歯科医療機関を活用した歯科保健指導や，施設職員及び要介護者の家族への口腔管理等に関する研修・啓発等の実施により，要介護者についての歯科保健意識を高め，施設等における自発的かつ定期的な歯科健診の実施に繋げます。


【目標】
	項目
	在宅療養支援歯科診療所数の増加

	現状
	279施設（令和元年度）

	目標
	346施設（令和５年度）

	データソース
	中国四国厚生局　施設基準届出受理状況

	項目
	訪問口腔衛生指導を実施している診療所・病院数の増加

	現状
	298施設（令和元年度）

	目標
	370施設（令和５年度）

	データソース
	広島県医療・介護・保健情報総合分析システム（Emitas-G）

	項目
	定期的に歯科健診を実施する高齢者施設数の増加

	現状
	26.0％（平成28年度）

	目標
	60％以上（令和５年度）

	データソース
	広島県調査
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訪問診療を実施する
歯科診療所数（居宅）	
平成14年	平成17年	平成20年	平成23年	平成26年	平成29年	304	307	286	334	321	306	訪問診療を実施する
歯科診療所数（施設）	
平成14年	平成17年	平成20年	平成23年	平成26年	平成29年	203	255	255	299	321	310	１歯科診療所あたり
実施件数（居宅）	
平成14年	平成17年	平成20年	平成23年	平成26年	平成29年	4	7	9.9	11.3	15.2	18.600000000000001	１歯科診療所あたり
実施件数（施設）	
平成14年	平成17年	平成20年	平成23年	平成26年	平成29年	10.6	14	16.3	22	36.4	42.8	
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